
社会保障改革プログラム法（H25.10.15：提出 ⇒ H25.12.5：成立、 H25.12.13：公布）

平成26年の通常国会以降：順次、個別法改正案の提出

○ 平成２６年の通常国会では、医療法・介護保険法等の改正法案、難病・小児慢性特定疾病対策の法案、
次世代育成支援対策推進法等の改正法案、雇用保険法の改正法案を提出し、成立。

○ 平成２７年通常国会には、医療保険制度改革のための法案を提出予定。

社会保障制度改革国民会議（H24.11.30：第１回 ⇒ H25.8.6：報告書とりまとめ）

○ 社会保障制度改革国民会議（国民会議）は、社会保障制度改革推進法（改革推進法）（※1）に基づき、設置。
（設置期限：平成２５年８月２１日）
（※1）自民党、公明党、民主党の３党合意に基づく議員立法。平成２４年８月１０日成立、同２２日公布。

○ 改革推進法に規定された「基本的な考え方」、社会保障４分野（年金、医療、介護、少子化対策）に係る「改革の基本
方針」及び３党実務者協議でとりまとめた「検討項目」に基づき、１５名の有識者（清家篤会長）が２０回にわたり審議。

○ 政府は、国民会議における審議の結果等を踏まえて、法律の施行後１年以内（平成２５年８月２１日まで）に、必要な
法制上の措置を講ずることとされた。（改革推進法第４条）

⇒ 「『法制上の措置』の骨子」（H２５.８.２１：閣議決定）

○ 「『法制上の措置』の骨子」に基づき、社会保障制度改革の全体像・進め方を明示。

社会保障制度改革国民会議以降の流れ
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医療保険制度改革における検討項目・スケジュール

＜ 主な検討項目 ＞ ＜スケジュール＞

国保改革

（ 財政支援の拡充、財政運営の都道府県への移行 ）

○社会保障審議会
医療保険部会

○国保基盤強化協議会

（厚労省と地方団体の協議会）

○与党

改革の方向性を議論
・

とりまとめ

平成26年９～12月

協会けんぽの国庫補助率のあり方

後期高齢者支援金の全面総報酬割

（ 被用者保険 ）

患者負担の在り方

入院時の食事代、紹介状なき大病院受診時の自己負担
高齢者の自己負担

①

④

「患者申出療養（仮称）」の創設

プ

ロ

グ

ラ

ム

法

関

係

骨
太
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方
針
・
規
制
改
革

平
成
27
年
通
常
国
会

医
療
保
険
制
度
改
革
関
連
法
案

提
出

平成26年９月～

⑦ 医療費適正化計画の見直し

○「医療費支出目標」の法律上の位置付け

○「医療費支出目標」の設定方法

○ 医療・介護情報の活用による改革の推進
に関する専門調査会（※）

→ 国・都道府県ごとの医療費水準のあり方

医療費適正化対策のあり方 等を検討

（※）社会保障制度改革推進本部の下に設置

所得水準の高い

国保組合への国庫補助の見直し
⑤

③

⑥

②
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社会保障改革プログラム法（抜粋）

（市町村国保関係）

（医療制度）

第四条

７ 政府は、持続可能な医療保険制度等を構築するため、次に掲げる事項その他必要な事項について検討を加

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

一 医療保険制度等の財政基盤の安定化についての次に掲げる事項

イ 国民健康保険（国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）第三条第一項の規定により行われ

るものに限る。以下この項において同じ。）に対する財政支援の拡充

ロ 国民健康保険の保険者、運営等の在り方に関し、国民健康保険の保険料（地方税法（昭和二十五年法

律第二百二十六号）の規定による国民健康保険税を含む。以下この号及び次号において同じ。）の適正

化等の取組を推進するとともに、イに掲げる措置を講ずることにより国民健康保険の更なる財政基盤の

強化を図り、国民健康保険の財政上の構造的な問題を解決することとした上で、国民健康保険の運営に

ついて、財政運営をはじめとして都道府県が担うことを基本としつつ、国民健康保険の保険料の賦課及

び徴収、保健事業の実施等に関する市町村の役割が積極的に果たされるよう、都道府県と市町村におい

て適切に役割を分担するために必要な方策

ハ （略）

二 医療保険の保険料に係る国民の負担に関する公平の確保についての次に掲げる事項

イ 国民健康保険の保険料及び後期高齢者医療の保険料に係る低所得者の負担の軽減

ロ・ハ （略）

ニ 国民健康保険の保険料の賦課限度額及び標準報酬月額等（医療保険各法（国民健康保険法を除く。）

に規定する標準報酬月額、標準報酬の月額、給料の額及び標準給与の月額をいう。）の上限額の引上げ

62



１．協議事項

① 国民健康保険の財政上の構造問題の分析とその解決に向けた方策

② 国民健康保険の運営に関する業務に係る都道府県と市町村の役割分担のあり方

③ その他、地方からの提案事項

２．メンバー

○政務レベル協議

【厚生労働省】 厚生労働大臣、副大臣、政務官

【地方代表】 栃木県知事、高知市長（高知県）、井川町長（秋田県）

○事務レベルＷＧ

【厚生労働省】 厚生労働省保険局

総務課長、国民健康保険課長、高齢者医療課長、調査課長

【地方代表】 （全国知事会）… 山形県、栃木県、愛知県、鳥取県、愛媛県

（全国市長会）… 見附市(新潟県)、裾野市(静岡県）、高松市(香川県)、高知市(高知県)

（全国町村会）… 井川町(秋田県)、奥多摩町(東京都)、聖籠町(新潟県)、九重町(大分県)

３．進め方

平成26年 １月31日 政務レベル協議
２月
↓ 毎月１回程度 事務レベルＷＧ（計７回）
７月

８月８日 政務レベル協議（中間整理）

※ 中間整理において引き続き検討することとしている事項について、地方の理解が得られるよう、

更に議論を深めることとし、年末までを目途に結論を得て、必要な法律案を平成27年に開会され

る国会の常会に提出することを目指す。

「国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議」(国保基盤強化協議会) について
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国 保 改 革 の 方 向 性 に つ い て

○国… 公費の効果的・効率的な拡充による国保の財政基盤の強化

○都道府県… 国保の財政運営の責任主体としての位置づけの明確化

○市町村…     都道府県による財政運営の下、都道府県内の医療費を

市町村ごとの医療費水準と所得水準等に応じて支え合う。

○都道府県…国保の財政運営と医療提供体制の双方に責任を果たすことにより、これまで以上に

良質な医療が効率的に提供されるよう、地域医療の充実と効率化を医療保険の面

からも推進

○市町村… 被保険者の健康の保持増進のため保健事業を実施し、医療費の適正化を図ると

ともに、適切な保険料の賦課･徴収への取組、地域包括ケアシステムの構築のための

医療介護連携等、地域におけるきめ細かい事業を担う

※国… 都道府県及び市町村の果たすべき役割が一層発揮されるよう、財政支援や技術的助言等

を実施

都道府県･市町村が連携して果たすべき役割を発揮 （保険者機能の強化）

国･都道府県･市町村が応分の責任を果たす体制の構築 （医療費の支え合いの強化 ）

○ 国民皆保険の重要な基盤の一つである国民健康保険の将来にわたる安定的な制度運営が可能

となるよう、以下のような視点に立ち、国保が抱える財政上の構造問題の解決に向けた方策や、運

営の在り方の見直しについて検討を進めていってはどうか。
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国保基盤強化協議会の中間整理 のポイント

○ 平成26年1月以降、厚生労働省と地方との協議を開催し、プログラム法や国民会議

報告書の方向性に沿って、以下の協議事項について議論。

① 国民健康保険の財政上の構造問題の分析とその解決に向けた方策

② 国民健康保険の運営に関する都道府県と市町村の役割分担の在り方

③ その他、地方からの提案事項

○ 事務レベルワーキンググループでの7回にわたる議論を踏まえ、国民健康保険の見

直しについて、課題や見直しの方向性等について整理を行うもの。

○引き続き検討することとしている事項については、地方の理解が得られるよう、更に議

論を深めることとし、年末までを目途に結論を得て、必要な法律案を平成27年に開会さ

れる国会の常会に提出することを目指す。
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１．はじめに

(１) 中間整理の位置づけ

(２) 今後の進め方

平成26年8月8日

国民健康保険制度の基盤強化に関する

国と地方の協議（国保基盤強化協議会）



① 一体改革において方針の決まっている低所得者対策のうち、未だ実現していない保険者

支援制度の拡充（1,700億円）の早期・確実な実施

② ①に加え、更なる追加公費投入の実現

赤字の原因等の分析を踏まえ、財政上の構造問題の解決のための効果的・効率的な
公費投入の方法を検討・実施

③ 予期せぬ給付増や保険料収納不足といった財政リスクを分散・軽減するための制度的対
応として、例えば、財政安定化基金の創設などを検討 等

① 後期高齢者支援金への全面総報酬割を導入した場合に生ずる国費の活用の検討を含め、

予算編成過程を通じて財源確保に努力

② 地方の最終判断に支障をきたさないよう、できる限り早期に、追加公費の規模

・財政基盤強化策を提示

③ 厚生労働省が、引き続き、国民健康保険が抱える財政上の構造問題の解決に責任を持って

取り組む。 66

２．財政上の構造問題の解決に向けた方向性

⇒国民健康保険の将来にわたる安定的な制度運営が可能となるよう、
以下のような観点に立ち、引き続き検討

(１) 保険料負担の軽減・伸びの抑制

(２) 財源等

国保基盤強化協議会の
中間整理 のポイント ②



○ 財政運営 … 都道府県

○ 市町村は、

・ 都道府県が定める「分賦金」（※）を納付 ※ 市町村ごとの医療費水準等を考慮することが基本

・ 分賦金を納めるために必要な保険料率を定め、保険料を賦課・徴収

○ 都道府県は、市町村ごとの保険料率の算出方法 （※１）を示す

※１ 市町村規模別の収納率目標、都道府県として考える算定方式 等

※２ 「算出方法」のみならず、市町村ごとの標準保険料率を示すことについて、引き続き検討

○ 保険料水準が急激に変化することのないよう、必要な経過措置を相当程度の期間設ける

ことを検討

○ 保険給付の決定、資格管理 … 引き続き検討 (注) 「窓口業務」（申請・届出の受付等）は、市町村で概ね一致

○ 保健事業 … 市町村

(１) 財政運営と保険料の賦課・徴収の基本的な仕組み

(２) 保険料水準の平準化に向けた仕組み等

(３) 保険給付・資格管理・保健事業についての役割分担

67

３．国保の運営に関する都道府県と市町村の役割分担の方向性

⇒財政上の構造問題の解決が図られることを前提に、以下のような仕組みに
見直すことが考えられ、引き続き検討

国保基盤強化協議会の
中間整理 のポイント ③



◎ 低所得者保険料軽減の拡充や保険者支援制度の拡充により、財政基盤を強化する。
（～2,200億円程度、税制抜本改革とともに実施。）

《「国保に関する国と地方の協議」提出資料より》

１．低所得者保険料軽減の拡大 （500億円程度）

・５割軽減・２割軽減世帯の基準額の引上げ（さらに保険料が軽減される者：約400万人）*27年度ベース

☆５割軽減対象者 年収147万円以下 → 178万円以下

☆２割軽減対象者 年収223万円以下 → 266万円以下 （※いずれも、夫婦、子１人で夫の給与収入のみの場合）

２．保険者支援制度の拡充 （1,700億円程度）

・保険料の軽減対象者数に応じた保険者への財政支援の拡充
・保険料水準全体を抑制する効果 （対象者：全被保険者（3,500万人）） *27年度ベース

市町村国保の低所得者に対する財政支援の強化

保険料額

７割
軽減

５割
軽減

２割
軽減

応益分（約５０％）

応能分（約５０％）

所得

２．低所得者が多い保険者に対する財政支援の拡充

１．低所得者保険料軽減の拡大

保険料軽減対象者を拡大
（４００万人）

保険料水準の抑制

今後できる限り速やかに実施する
予定

平成26年度から実施 68



収入

（注） 現在の保険者支援制度は、7割軽減、5割軽減の対象者数に応じ、それぞれ当該市町村の平均保険料収納額の12％、6％に相当する額を補助。

保険料額

７割
軽減

５割 ２割
応益分（約５０％）

応能分（約５０％）

15% 14% 13%

７割
軽減

５割
応益分（約５０％）

応能分（約５０％）

保険者
支援制度

保険者
支援制度

12% 6%

２割

保険料額

市町村国保における保険者支援制度の拡充

低所得者が多い保険者の
財政基盤を強化

低所得者が多い保険者の
財政基盤を更に強化

現行 改正後

収入

○ 保険料の軽減対象者数に応じた保険者への財政支援について、拡充を行う。

《具体的な内容（案）》
① 現在、財政支援の対象となっていない２割軽減対象者についても、財政支援の対象とするとともに、軽減対象の拡大に

応じ、財政支援の対象を拡大する。
② 現行の７割軽減・５割軽減の対象者数に応じた財政支援の補助率を引き上げる。
③ 財政支援額の算定基準を平均保険料収納額の一定割合から、平均保険料算定額の一定割合に改める。

※ 収納額 ＝ 算定額 － 法定軽減額 － 未納額

【現行】 軽減対象者１人当たりの支援額 ＝ 平均保険料収納額の12％（7割軽減）、6％（5割軽減）
【改正後】 軽減対象者１人当たりの支援額 ＝ 平均保険料算定額の15％（7割軽減）、14％（5割軽減）、13％（2割軽減）
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【参考】 後期高齢者医療の財政安定化基金

都道府県 広域連合

貸付

交付

国

1/3
財
政
安
定
化
基
金

（
都
道
府
県
に
設
置
）

都道
府県
(1/3)

保険者
（保険料）

1/3
償還

拠
出
金

給付増分

1/2

1/2 保険料で賄う部分
（給付費の約１割）

保険料
未納分

○ 財政の安定化のため、保険料で賄う部分（給付費の約１割）について、給付増や保険料収納不足により財源不足となった場合
に備え、一般財源からの財政補填等を行う必要がないよう、都道府県に財政安定化基金を設置し、広域連合に対し貸付・交付
を行うことができる。（介護保険と同様の仕組み）

○貸付・・・各年度、財源不足額を貸付
原則２年間で償還（最大６年間、無利子）

○交付・・・財政運営期間（２年間）の最終年度、財源不足額のうち保険料収納不足額×１／２を交付（一定の保険料収納率を下
回る部分は対象外）

○交付（特例）・・・保険料増加抑制のために必要な金額を交付（平成22年度から当分の間）

１．趣旨

２．内容

・後期高齢者医療：1,100億円（平成24年度末残高）

３．基金規模

保険料
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○国民皆保険の重要な基盤の一つである国保は、被用者保険と比べ、年齢構成が高いこと等

により医療費水準も高く、低所得者が多いために所得水準が低いなどの構造的な問題を抱

えており、こうしたこともあって、毎年度、市町村が決算補填等を目的とする多額の一般会計

繰入を行っている。

○国保が抱える財政上の構造問題の解決を図るためには、各保険者の現在の赤字額のみに

着目するのではなく、個々の保険者の実情をよく勘案して効果的・効率的な公費投入を行う

必要があるが、どのような視点に着目して行うことが考えられるか。

○医療費適正化に向けた取組や収納対策の強化・支援、被保険者資格の適用の適正化など

事業運営の改善をどのように図っていくか。

【論点①】国保が抱える財政上の構造問題の解決に向けた方策
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